
はじめに

卸小売業は国内総生産の13.5％（2008年）を

占め、サービス業、製造業に次ぐ産業であるが、

商業統計調査によれば、その事業所数、従業者

数は卸売業、小売業ともに減少傾向が続いてい

る。販売額についても、卸売業は1991年、小

売業では1997年をピークとして減少に転じ、

2007年調査では卸売、小売とも増加したもの

の、最近の動きを商業動態統計調査からみる

と、2009年の販売額は再び前年比減少となっ

ている。

次に、卸小売業全体に占める中小卸小売業の

地位についてみると、事業所数では卸売業は

99.2％、小売業は98.6％を中小企業が占めてい

るが、年間販売額シェアでは卸売業63.9％、小

売業70.9％であり、中小企業のシェアは低下な

いし横ばい傾向が続いている。

本調査研究は商業統計調査を中心とするデー

タの分析を通じて、こうした中小卸小売業の実

態把握を試みたものである。

１．卸小売業の概況

（１）わが国経済に占める地位

卸小売業は国内総生産の13.5％（2008年）を

占め、サービス業（構成比22.1％）、製造業

（同19.4％）に次ぐ産業である。

商業統計調査によれば、2007年6月1日現在
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の卸小売業の事業所数は147万2,658事業所、従

業者数は1,110万5,669人、年間商品販売額は

548兆2,371億円となっている。その推移をみ

ると（図表1-1）、事業所数、従業者数は減少傾

向が続いており、年間商品販売額についても、

卸売業は1991年、小売業では1997年をピーク

として減少した後、2007年調査では6調査ぶり

に増加に転じているものの、商業動態統計調査

から最近の動向をみると、景気後退の影響を受

けて2009年の販売額は卸売業で前年比▲25.6％

と大幅に減少、小売業も同▲2.3％と減少して

いる（図表1-2）。

図表1-1　卸小売業の事業所数、年間商品販売額、従業者数の推移 

（資料）経済産業省「商業統計」 
（注１）94年の産業分類改訂に伴って91年調査の数値を新分類に組み替えているため、91年の前回比と実数値は一致しない。 
（注２）99年調査においては事業所の捕捉を行っており、前回比は時系列を考慮した形で算出している。 
（注３）2007年調査より、駅改札内および有料道路内事業所を調査対象に加えている。 
（注４）従業者数は「個人業主」「無給の家族従業者」「有給役員」「常用雇用者」の合計 
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（２）中小企業の占める地位

商業統計調査（2007年）から商業活動に占

める中小企業の地位をみると、卸売業において

は、従業者99人以下の中小規模事業所は33万

2,161事業所で全体の99.2％を占めており、そ

の従業者は290万8,825人（構成比82.5％）、年

間商品販売額は266兆1,301億円（構成比64.4％）

となっている。

次に、小売業についてみると、2007年にお

ける従業者49人以下の中小規模事業所は112万

2,327事業所で全体の98.6％を占めており、そ

の従業者は590万3,263人（構成比77.9％）、年

間商品販売額は95兆4,952億円（構成比70.9％）

となっている。

他の産業と比較してみると、卸売業、小売業

ともに、事業所数は他の産業並みの99％近い

シェアであり、従業者数では製造業（74.2％）

よりも高いシェアを占めている（図表1-3）。ま

た、経済活動における中小企業の地位という面

から、製造業の製品出荷額と卸小売業の商品販

売額における中小企業のシェアを比べてみる

と、中小企業シェアは製造業では47.4％である

のに対し、卸売業、小売業とも6割を超えてい

る（図表1-4）。他の産業と比べても、卸小売業

において中小企業が占めている地位は大きいと

いえよう。

以下ではこうした中小卸小売業の動向につい

て、卸売業、小売業に分けて詳しくみていきたい。

図表1-3　事業所数、従業者数における中小企業シェア（2006年） 

（資料）中小企業庁「中小企業白書」（総務省「事業所・企業統計調査」を再編加工） 
（注）全企業は民営・非1次産業 
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図表1-4　商品販売額、製品出荷額における中小企業シェア 

（資料）経済産業省「商業統計表」、「工業統計表」 
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２．卸売業の現状と構造変化

（１）概況

2007年商業統計によれば、卸売業の事業所

数は33万4,799事業所で1991年調査の46万1,623

事業所をピークとして減少傾向が続いている。

年間商品販売額は413兆5,317億円で前回（2004

年）調査に比べて0.2％増加しているが、1991

年調査の571兆5,117億円の72.4％の水準に止

まっている（図表2-1）。

（２）規模別の動向

卸売業に占める中小企業の比率をみると、事

業所数（2007年）では99.2％が中小企業（従

業者99人以下）であり、従業者4人以下の小規

模事業所が46.5％、従業者5人から99人の中規

模事業所が52.7％となっている（図表2-2）。

一方、年間商品販売額（2007年）について

は、大企業（従業者100人以上）の売上シェア

が35.6％となっており、中小企業の売上は

64.4％であるが、うち59.0％は従業者5人～99

人の中規模事業所の売上であり、従業者4人以

図表2-1　卸売業の事業所数、年間商品販売額の推移 

（資料）図表1-1に同じ 
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下の小規模事業所のシェアは5.3％に過ぎない

（図表2-3）。

事業所数、年間商品販売額の規模別構成比の

推移をみると、過去の調査と比較して特に大き

な変化はみられず、いずれの規模でも事業所数、

販売額が減少していると思われる。

（３）業種別の動向

2007年における卸売業の事業所数は2004年

調査に比べて10.8％減少しており、業種別にみ

てもほとんどの業種で事業所数が減少している

が、電気機械器具卸売業、繊維・衣服等卸売業、

食料・飲料卸売業、医薬品・化粧品等卸売業、

一般機械器具卸売業等の減少割合が大きくなっ

ている（図表2-4）。

年間商品販売額を業種別にみると、鉱物・金

属材料卸売業、化学製品卸売業が原料価格の上

昇から大幅に増加している一方、農畜産物・水

産物卸売業、食料・飲料卸売業では流通体制の

合理化、電気機械器具卸売業ではメーカーの販

売体制見直し等から減少している。また、繊

維・衣服等卸売業でも販売価格の低下等により

減少が続いている（図表2-5）。

卸売業における中小企業比率をみると、事業

所数では各種商品卸売業、電気機械器具卸売業

では大企業の比率が高めとなっており、中規模

事業所の割合も大きいため、小規模事業所の構

成比は4割以下となっている。一方、繊維・衣

服等卸売業、建築材料卸売業、医薬品・化粧品

等卸売業等では小規模事業所の構成比が高く、

繊維・衣服等卸売業では5割以上、他の2業種

も5割近くが従業者4人以下の小規模事業所と

なっている（図表2-6）。

販売額についてみると、各種商品卸売業は

95.5％が大企業の売上で占められているが、他

の業種では大企業の売上はいずれも5割以下で

ある。電気機械器具卸売業（47.5％）、繊維・

衣服等卸売業（37.8％）、医薬品・化粧品等卸

売業（34.6％）では比較的大企業の売上シェア

が高くなっている。一方、建築材料卸売業では

大企業のシェアは7.8％と最も小さく、92.2％

を中小企業が占めており、小規模事業所の比率

図表2-3　卸売業　従業者規模別年間商品売上高構成比 

（資料）図表1-1に同じ 
（注）図表2-2に同じ 
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も11.8％と最も高くなっている（図表2-7）。

（４）販売先別動向

卸売業の販売先を「卸売業者向け」、「小売業

者向け」、「産業使用者向け」、「国外（直接輸出）

向け」、「本支店間移動」、「一般消費者向け」の

6つに分けて年間商品販売額の構成比をみると、

卸売業者向けが34.0％で最も多く、以下、産業

使用者向け31.4％、小売業者向け23.0％といっ

た順になっているが、構成比の推移をみると、

卸売業者向け販売額の比率は緩やかに低下して

おり、これに代わって産業用使用者向けの比率

が上昇してきている（図表2-8）。

図表2-4　卸売業　業種別事業所数 

（資料）図表1-1に同じ 
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0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

図表2-6　卸売業　事業所数の従業者規模別構成（2007年） 

（資料）図表1-1に同じ 
（注）図表2-4に同じ 

［卸売業全体］ 

各種商品卸売業 

繊維・衣服等卸売業 

農畜産物・水産物卸売業 

食料・飲料卸売業 

建築材料卸売業 

化学製品卸売業 

鉱物・金属材料卸売業 

一般機械器具卸売業 

自動車卸売業 

電気機械器具卸売業 

医薬品・化粧品等卸売業 

その他卸売業 

5人～99人 100人以上 4人以下 

46.5 52.7 0.8

33.5 64.3 2.2

53.4 45.5 1.1

45.3 54.0 0.7

47.8 51.3 0.9

49.8 49.9 0.3

42.8 56.4 0.7

37.4 61.8 0.7

44.2 55.1 0.7

40.9 58.6 0.5

36.0 62.1 1.9

48.5 49.8 1.7

49.6 49.8 0.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

図表2-7　卸売業　年間商品販売額の従業者規模別構成（2007年） 

（資料）図表1-1に同じ 
（注）図表2-4に同じ 

［卸売業全体］ 

各種商品卸売業 

繊維・衣服等卸売業 

農畜産物・水産物卸売業 

食料・飲料卸売業 

建築材料卸売業 

化学製品卸売業 

鉱物・金属材料卸売業 

一般機械器具卸売業 

自動車卸売業 

電気機械器具卸売業 

医薬品・化粧品等卸売業 

その他卸売業 

5人～99人 100人以上 4人以下 

59.0 35.65.3

95.54.4
0.1

55.1 37.87.1

69.4 24.95.6

69.2 25.94.9

11.8 80.4 7.8

71.0 21.97.1

66.1 29.04.9

73.7 17.78.6

66.9 26.86.3

48.8 47.53.7

62.6 34.62.8

71.4 21.17.5
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（５）流通段階別

流通段階別に卸売業の事業所数をみると、

2007年調査で生産業者または国外から仕入れ

を行う「第1次卸」に格付けされた事業所は7

万1,802事業所で卸売業全体の26.3％を占めて

いる。卸売業者から仕入れを行う「第2次卸」

の事業所は14万3,693事業所（構成比52.6％）

であり、販売先または仕入先が同一企業内であ

ったり自店内製造品を販売する「その他の卸」

は5万7,911事業所（同21.2％）となっている。

1997年、2002年調査の結果と比較してみると、

「第1次卸」、「その他の卸」の事業所数が減少し

ているが、「第2次卸」は概ね横ばいで推移し

ている（図表2-9）。

次に年間商品販売額をみると、「第1次卸」

の年間商品販売額は172兆2,800億円（構成比

41.9％）、「第2次卸」は110兆9,469億円（同

27.0％）、「その他の卸」は127兆9,475億円（同

31.1％）である。販売額についても「第1次

卸」、「その他の卸」では1997年、2002年と比

べて減少しているのに対し、「第2次卸」は横

ばいとなっている（図表2-10）。

「第1次卸」および「その他の卸」の事業所

数および販売額の減少は最終消費の低迷による

廃業、取扱量の減少、流通コスト削減のための

流通経路短縮（卸を経由しない取引の増加）等

によるものである。これに対し、「第2次卸」

では事業所数、販売額が横ばいないし微増で推

移しているのは、流通経路短縮等により生産業

者との取引が減少したために販売額の構成が変

化し、「第1次卸」から「第2次卸」に格付け移

動した事業所が多くあることが影響しているも

のと思われるが、第1次卸と第2次卸を合わせ

ても1997年に比べて事業所数、商品販売額と

図表2-8　卸売業　販売先別年間商品販売額の構成比推移 

（資料）図表1-1に同じ 
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も減少しており、全体として流通経路の短縮化

は進んでいるといえよう。

（５）Ｗ／Ｗ比率

Ｗ／Ｗ比率は卸売業の販売額から「本支店間

移動」を除いた額を「小売業向け」、「産業使用

者向け」、「国外向け」、「消費者向け」の合計販

売額（「卸売業向け」以外の販売額）で除した

数値である。この値が1に近いほど卸売業者間

の取引が少なく、流通経路が短いとみなすこと

ができる。

卸売業全体のＷ／Ｗ比率は1997年までは概

ね低下傾向で推移した後、2002年、2007年に

はやや上昇しているが、上昇の幅はわずかであ

り、全体としては流通の効率化が進んでいると

考えられる（図表2-11）。

このＷ／Ｗ比率を業種別にみてみると、各種

商品卸売業、医薬品・化粧品等卸売業において

はＷ／Ｗ比率は着実に低下しており、流通経路

の短縮化が進んでいることがうかがわれる。ま

た、機械器具卸売業、衣服・身の回り品卸売業

のＷ／Ｗ比率は低い水準で推移している。これ

に対し、繊維品卸売業、農畜産物・水産物卸売

業、食料・飲料卸売業、建築材料卸売業では

Ｗ／Ｗ比率の値が高く、低下傾向もみられない。

このように、流通経路の長さ、効率化の進展状

況は業種による差が大きい（図表2-12）。

（６）効率性

前節ではＷ／Ｗ比率から卸売業の流通経路短

縮と効率化の状況をみたが、ここでは効率性の

指標として従業者1人当たり年間商品販売額を

採り上げる。指標の推移をみると、2002年ま

では低下傾向にあったが、2007年には大企業、

中小企業ともに上昇に転じており、販売効率の

改善がみられるものの、企業規模による差は依

然として大きい（図表2-13）。

これを業種別にみると、大企業の構成比が大

きい各種商品卸売業や鉱物・金属材料卸売業の

数値が特に高くなっている（図表2-14）。1991

年以降の変化についてみると、医薬品・化粧品

等卸売業、食料・飲料卸売業では従業者1人当

図表2-9　卸売業流通段階別事業所数推移 図表2-10　卸売業流通段階別年間商品販売額推移 

（資料）図表1-1に同じ 
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たり年間商品販売額の値が着実に上昇している

が、農畜産物・水産物卸売業、繊維品卸売業、

建築材料卸売業等では低下傾向となっている。

繊維品卸売業、農畜産物・水産物卸売業、建

築材料卸売業では、先にみたＷ／Ｗ比率の値も

高め（流通経路が長め）となっており、業種に

よって効率性に大きな差があることがうかがわ

れる。

図表2-12　卸売業　業種別W／W比率の推移 

（資料）図表1-1に同じ 
（注）1. 2. 図表2-11に同じ 
　　3.主要業種のみ 

3.2 

3.0 
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鉱物・金属材料卸売業 

機械器具卸売業 

医薬品・化粧品等卸売業 

図表2-11　卸売業　W／W比率の推移 

（資料）図表1-1に同じ 
（注）1.W/W比率＝（卸売業販売額－本支店間移動）÷（小売業向け販売額＋産業用使用者向け販売額＋

国外向け販売額＋消費者向け販売額） 
　　2.W/W比率の値が1に近いほど卸売業者間の取引が少ないことを示す 
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３．小売業の現状と構造変化の実態

（１）概況

商業統計調査によれば、2007年の小売業事業

所（店舗）数は113万7,859事業所で2004年調

査に比べて8.1％の減少となっており、店舗の

減少傾向が続いている。また、小売業の年間商

品販売額は134兆7,054億円で2004年調査比

1.1％の増加となっているが、ピーク時（1997

年）の91.2％の水準に止まっている（図表3-1）。

このような小売業の不振は消費の低迷に大き

な原因がある。2009年における総世帯の平均

消費支出は2000年と比較して約9割の水準にま

で落ち込んでいる。費目別にみると、被服・履

物、食料、家具・家事用品等への支出がマイナ

スで推移しているのに対し、保健医療、交通・

通信等のサービスへの支出はプラスで推移して

いる。消費支出全体の減少傾向に加えて、モノ

からサービスへという質的な変化が小売業の販

売額低下の背景となっているといえよう。特に

被服・履物への支出の減少幅は大きく、後でみ

るような各種商品小売業や織物・衣服・身の回

り品小売業の売上減少に影響しているものと思

われる（図表3-2）。

図表2-13　卸売業　従業者1人当たり年間商品販売額 

（資料）図表1-1に同じ 

（万円） 卸売業 
うち中小企業 
うち大企業 

2007年 2002年 1997年 1991年 
5,000
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20,000
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30,000
29,457

12,009

8,818

25,197
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8,841

21,551

10,329

8,019

23,871

11,727

9,149

図表2-14　従業者1人当たり年間商品販売額（業種別） 

（資料）経済産業省「商業統計」より算出 
（注）主要な業種のみ 
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図表3-1　小売業の事業所数、年間商品販売額の推移 

（資料）図表1-1に同じ 
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（２）規模別の動向

規模別に事業所（店舗）数の構成比をみると、

従業者4人以下の小規模店が66.5％、従業者5

～49人の中規模店が32.1％となっており、合

わせて中小企業が98.6％を占め、従業者50人

以上の大規模店は1.4％である（図表3-3）。推

移をみると、従業者4人以下の小規模店が減少

しており、構成比は1997年調査に比べて8.1パ

ーセントポイント低下している。従業者5～49

人の中規模店の構成は24.6％から32.1％に上昇

しているが、中小企業全体の構成比はわずかな

がら低下している。

年間商品販売額については、従業者4人以下

の小規模店の構成比が14.2％、従業者5～49人

の中規模店56.7％、従業者50人以上の大規模

店29.1％となっており、中小企業のシェアは

70.9％である（図表3-4）。年間商品販売額につ

いても、従業者4人以下の小規模店のシェアは

1997年から7.5パーセントポイント低下してい

る。従業者5人～49人の中規模店の販売額は2.7

パーセントポイントの上昇に止まっており、中

小企業全体のシェアは4.8パーセントポイント

低下している。

売場面積についてみると、全国の小売業の売

場面積は1988年調査以降連続して拡大してい

るが、これを従業者規模別にみると、売場面積

についても小規模店では縮小し、中規模店、大

規模店で拡大する傾向がみられる（図表3-5）。

次に、売場面積100m2未満、売場面積100m2

～1000m2未満、売場面積1000m2以上の３つの

階層に分けて、事業所（店舗）数、年間商品売

上高の推移をみると、売場面積100m2未満の店

舗数が大きく減少しているのに対し、売場面積

100m2～1000m2未満および売場面積1000m2以

上の店舗数は増加している（図表3-6）。

年間商品販売額についてみると、売場面積

1000m2以上の店舗の販売額は増加しているの

に対し、売場面積100m2～1000m2未満と売場

面積100m2未満の店舗の販売額は減少してお

り、中でも売場面積100m2未満の店舗の売上の

減少幅が大きくなっている（図表3-7）。

図表3-2　1ヵ月当たり支出（総世帯）の推移 

（資料）総務省「家計調査年報」 
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図表3-3　小売業　従業者規模別事業所数構成比 

（資料）図表1-1に同じ 
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図表3-4　小売業　従業者規模別年間商品売上高構成比 

（資料）図表1-1に同じ 
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図表3-5　小売業　売場面積の推移 

（資料）図表1-1に同じ 
（注1）売場面積不詳分を除く 
（注2）中小企業（小規模）：従業者4人以下、中小企業（中規模）従業員5人～49人、大企業：従業員50人以上 
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（３）業種別の動向

2007年の小売業の年間商品販売額の業種別

構成比をみると、飲食料品小売業が30.3％を占

め、以下、自動車・自転車小売業（11.7％）、

各種商品小売業（百貨店等）11.6％、燃料小売

業9.5％、家具・什器・機械器具小売業8.5％、

織物・衣服・身の回り品小売業7.9％、医薬

品・化粧品小売業6.3％といった順になってい

る。販売額の増減をみると、各種商品小売業の

減少幅が大きくなっている一方、医薬品・化粧

品小売業や製品価格が上昇した燃料小売業では

販売額の増加がみられる（図表3-8）。

（４）開・廃業等の動向

次に、小売業における開業、転廃業の状況を

みると（図表3-9）、2004年から2007年の3年間

図表3-6　小売業　事業所数推移 
       （売場面積階層別） 

（資料）図表1-1に同じ 
（注）売場面積不詳分を除く 

（千） 
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図表3-7　小売業　年間商品販売額推移 
（売場面積階層別） 

（資料）図表1-1に同じ 
（注）図表3-6に同じ 

（兆円） 
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図表3-8　小売業　業種別年間商品販売額 

（資料）図表1-1に同じ 
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で、新たに開業等（新規開業、他の業種からの

転業）を行ったのは21万7,693事業所であり、

継続して営業した92万166事業所と合わせた

2007年調査時の事業所数は113万7,859となっ

ている。一方、2004年から2007年の3年間に

転廃業した事業所の数は31万7,883で差し引き

約10万の減少となっている。2004年以前の状

況をみても、転廃業が開業等を上回る状況が続

いている。

こうした状況を規模別にみると（図表3-10）、

開業の比率が高いのは就業者数5～49人の中規

模店（2004～2007年：25.3％）で、就業者50

人以上の大規模店（同：21.5％）がこれに続

き、就業者4人以下の小規模店の開業率は低く

なっている（同：15.9％）。これに対し、転廃

業の割合は小規模店が最も高く（2004～2007

年：26.8％）、中規模店（同：23.8％）、大規模

店（同：15.4％）の順となっている。この結果

は規模別事業所数構成比の推移の傾向とも一致

している（図表3-3）。

（５）業態別の動向

小売業の業態別に事業所（店舗）数と年間商

図表3-9　小売業　開業・転廃業・継続店の事業所数推移 

（資料）図表1-1に同じ 
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図表3-10　小売業　開業・転廃業・継続店の事業所数の割合（就業規模別） 

（資料）図表1-1に同じ 
（注）開業等、継続店の割合：期末の事業所数に対する比率 
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品販売額の構成比をみると、専門店（衣、食、

住のいずれかが取扱商品の90％以上）、中心店

（衣、食、住のいずれかが取扱商品の50％以

上）といった一般商店は店舗数で全体の9割近

くを占めているが、販売額シェアは約6割とな

っている（図表3-11）。

次に業態別の店舗数の推移をみると、1999

年に比べて店舗数が増加しているのは、ドラッ

グストア、コンビニエンスストア、専門スーパ

ーであり、百貨店、総合スーパー、専門店、中

心店の店舗数は減少している（図表3-12）。

業態別に2007年の年間商品販売額を1999年

と比較してみると、販売額が２倍となっている

ドラッグストアの他、コンビニエンスストア、

専門スーパーで販売額が増加している。専門ス

ーパーについてさらに内訳をみると、衣料品ス

ーパーとホームセンターの売上の増加幅が大き

くなっている（図表3-13、14）。

図表3-11　小売業　業態別店舗数、年間商品販売額構成比（2007年） 

（資料）図表1-1に同じ 
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図表3-12　小売業　業態別店舗数の推移（1999年＝100） 

（資料）図表1-1に同じ 
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このように、小売業全体の店舗数、販売額が

減少傾向にある中で、ドラッグストア、コンビ

ニエンスストア、専門スーパー（衣料品スーパ

ー、ホームセンターを含む）といった新たな業

態の店舗数と販売額は増加している。

（６）商品販売形態別販売額

2007年における商品販売形態別の販売額構

成比をみると（図表3-15）、店頭販売が82.9％

を占め、訪問販売6.2％、通信・カタログ販売

3.0％、自動販売機による販売1.3％、その他

6.6％となっている。販売額の推移をみると、

訪問販売が減少し、1997年の6割以下の水準と

なっている一方、通信・カタログ販売は1997

年の1.5倍と大きく伸びていることが注目され

る（図表3-16）。

業種別に通信・カタログ販売による商品販売

額をみると、「飲食料品小売業」、「その他の小

売業」、「織物・衣服・身の回り品小売業」等の

販売額が大きく、その伸びも高くなっている。

図表3-13　小売業　業態別年間商品販売額の推移（1999年＝100） 

（資料）図表1-1に同じ 
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図表3-14　小売業　業態別年間商品販売額の推移（1999年＝100） 
（専門スーパーの内訳） 

（資料）図表1-1に同じ 
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さらに「その他の小売業」の内訳をみると、

「書籍・文房具小売業」、「医薬・化粧品小売業」、

「他に分類されない小売業」の売上が大きな割

合を占めており、「書籍・文房具小売業」が大

きく売上を伸ばしている（図表3-17）。

（７）事業の効率性

小売業の事業効率性を測る指標として「従業

者1人当たり商品販売額」の動きをみると、

2002年まで低下傾向を示した後、中小企業で

はやや回復がみられるものの、大企業は引き続

き低下している（図表3-18）。

先にみたように、小売業においては年間商品

販売額の減少が続く一方、売場面積は拡大して

いることから、売場面積当たりの販売額は低下

傾向となっている。企業規模別にみても、各企

業規模とも低下が続いており、小売業の事業効

率は総じて低下傾向にある（図表3-19）。こう

した動きの背景には、先にみたような新たな業

態の拡大や大型商業施設の増加に伴って、店舗

面積が増大する一方で各業態間、店舗間の競争

が激化していることがあるものと思われる。

図表3-15　小売業　販売形態別年間商品販売額構成比 

（資料）図表1-1に同じ 
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図表3-16　小売業の商品販売形態別販売額（1997年＝100） 

（資料）図表1-1に同じ 
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図表3-17　通信・カタログ販売　小売業業種別年間商品販売額 

（資料）図表1-1に同じ 
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図表3-18　小売業　従業者1人当たり年間商品販売額 

（資料）図表1-1に同じ 
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（８）立地環境特性地区別の動向

立地環境別に事業所（店舗）数と商品販売額

の推移をみると、まず、店舗数については、商

業集積地区、オフィス街地区、住宅地区、その

他地区では減少しており、工業地区においての

み店舗数が横ばいとなっている。商業集積地区

をさらに駅周辺型、市街地型、住宅地背景型、

ロードサイド型、その他に分類して店舗数の推

移をみると、ロードサイド型で店舗数の増加が

みられる以外はいずれも減少傾向を示している

（図表3-20）。

更に、業種別に2002年から2007年の店舗数

の増減をみると、ロードサイドと工業地区にお

いては、各種商品小売業、織物・衣服・身の回

り品小売業、その他の小売業の店舗が増加して

おり、工業地区ではそれら3業種に加え、自動

車・自転車小売業の店舗も増えているが、それ

以外の地区では各業種とも店舗数は減少してい

る（図表3-21）。

次に、立地環境別に年間商品販売額の推移を

みると、商業集積地区のうちロードサイド型、

オフィス街地区、工業地区、その他地区におい

ては販売額の増加がみられるが、他の地区では

販売額は一様に減少している（図表3-22）。

各地区における2002年と2007年の業種別商

品販売額を比較してみると（図表3-23）、ロー

ドサイドでは全ての業種で販売額が増加してお

り、中でも織物・衣服・身の回り品小売業、そ

の他の小売業の伸びが大きくなっている。オフ

ィス街地区では家具・什器・機械器具小売業以

外の業種で販売額が増加しており、飲食料品小

売業、その他の小売業の増加率が高くなってい

る。工業地区でも各種商品小売業以外の業種で

売上が増加しており、織物・衣服・身の回り品

小売業、飲食料品小売業、家具・什器・機械器

具小売業、その他の小売業の増加率が高いが、

中でも家具・什器・機械器具小売業の販売額は

2002年比45.8％増と大きく伸びている。上記

図表3-19　小売業　売場面積1m2当たり年間商品販売額（従業者規模別） 

（資料）図表1-1に同じ 
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以外の地区では殆どの業種で販売額は減少して

いる（住宅地区のその他の小売業、その他の地

区の飲食料品小売業、その他の小売業は売上増。

これらの地区のその他の小売業の売上増は燃

料小売業と医薬品・化粧品小売業の寄与が大

きい）。

次に、就業者規模別に各地区の商品販売額の

増減（2007年／2002年）をみると（図表3-24）、

販売額が増加しているのはロードサイド型、オ

フィス街地区、工業地区およびその他地区の大

規模店舗ないしは中規模店舗であり、当該地区

にあっても小規模店舗の販売額は減少してい

る。また、ロードサイド型以外の駅周辺型、市

街地型、住宅地背景型等の商業集積地区に立地

図表3-20　立地環境特性地区別事業所数 

（資料）図表1-1に同じ 
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図表3-21　特性地区別　業種別　事業所数の増減（2007年/2002年） 

（資料）図表1-1に同じ 
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する店舗の販売額はいずれの規模においても減

少しているが、小規模店舗の販売額の減少幅が

特に大きくなっている。

店舗の立地環境についてみると、駅周辺、市

街地等における商業集積（商店街）では店舗数、

商品販売額とも減少が続いている。その他の地

区においても小規模店の売上は減少しており、

ロードサイドやオフィス街、郊外につくられる

大規模店舗、大型商業施設のみが売上を増加さ

せているという状況がうかがえる。

図表3-22　立地環境特性地区別年間商品販売額 

（資料）図表1-1に同じ 

1997年 
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2007年 

小売業計 

商業集積地区 

駅周辺型 

市街地型 

住宅地背景型 

ローサイド型 

その他 

オフィス街地区 

住宅地区 

工業地区 

その他地区 

0 20 40 60 80 100 120 140 160（兆円） 

図表3-23　特性地区別　業種別　年間商品販売額の増減（2007年/2002年） 

（資料）図表1-1に同じ 
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４．中小卸小売業の展望と課題

（１）厳しさを増す事業環境

卸売業については、消費の低迷、流通経路の

中抜き・短縮化の進展等、事業環境は厳しい状

況が続いており、事業所数の減少が続いている。

販売額についても2007年商業統計では増加が

みられたものの、ピーク時の7割程度にとどま

っており、商業動態統計による最近の売上は大

幅な減少となっている。事業の効率性について

は業種による差が大きく、着実に向上している

業種もみられる半面、一部の業種の事業効率は

低い水準に止まっている。

小売業においても消費者の購買力の低下、需

要の変化により、販売額は中長期的に低下傾向

にあり、店舗数も減少が続いている。一方、業

態間の競争激化による小規模店舗の減少、店舗

の大型化から売場面積は拡大傾向にあるため、

売場面積当たりの販売額は減少しており、事業

の効率性はむしろ低下しているといえよう。

また、モータリゼーションの進展に伴って、

郊外やロードサイドに立地する大型店舗が売上

を伸ばす一方、商店街等の従来型の商業集積地

区に立地する店舗の売上は総じて減少傾向とな

っている。業態別では、ドラッグストア、コン

ビニエンスストア、専門スーパーといった新た

な業態の売上は増加しているものの、百貨店、

総合スーパー、一般店（専門店、中心店）の売

上は減少している。

（２）今後の展望、求められる対応

（高付加価値、生産性向上への企業努力）

卸売業では繊維品卸売業、農畜産物・水産物

卸売業、建築材料卸売業等の業種において事業

の効率性を高めていくことが求められよう。こ

れらの業種は概して小規模企業の比率が高く、

図表3-24　就業者規模別商品販売額（2007年/2002年比増減） 

（資料）図表1-1に同じ 
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流通経路も複雑である。最終消費の低迷が続く

中、販売額の減少傾向、流通中抜きの圧力が高

まっている。効率的な物流体制の構築と提案・

情報提供力の強化によって、メーカーや小売業

に対する支援機能を高めていくことが必要と

なる。

小売業においては価格競争だけでなく、付加

価値を高めていくことが必要である。経済産業

省が行った「消費者購買動向調査」によれば、

商品の選択に際しては「価格」の重要度が最も

高いものの、その寄与率は50％未満に止まっ

ている。換言すれば品質、利便性、ブランドイ

メージといった「非価格要素」の重要度の合計

は50％超えており、「価格」のそれを上回って

いる（図表4-1）。価格は商品選択の大きな要因

であるが、それ以外の要素も無視できないので

ある。

しかし、同じ調査によれば、価格を相場平均

より２割下げた場合は「価格」の重要度（寄与

率）は約10ポイント上昇して60％近くなるこ

とが確認されている（図表4-2）。これは価格の

引き下げによって、消費者は「価格」要素をさ

らに重視するようになり、際限のない低価格競

争の罠に陥る危険があるということである。

デフレ傾向が強まる中で中小小売業が生き残

るためは、同質的な価格競争を避けて、顧客ニ

ーズを掘り下げ、顧客満足度の向上と高付加価

値化により収益力を高めていくことが重要であ

ろう。中小企業の事例ではないが、ヤオコー

（埼玉県）、ハローデイ（福岡県）といった地域

の中堅食品スーパーでは、品揃えや陳列の工夫、

店頭での料理の提案、生鮮食品を加工して販売

することによる高付加価値化等により、安売り

に頼ることなく増収増益を達成している。

図表4-2　価格水準の変化が価格の商品選択の重要度（寄与率）に与える影響 

（資料）図表4-1に同じ 

（単位：％） 
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図表4-1　商品等の選択における重要度（寄与率） 

（資料）経済産業省「消費者購買動向調査」 
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（地域コミュニティへの貢献）

先にも述べたように、少子高齢化に伴う消費

の減退、モータリゼーションの進展を背景とし

て、中小小売店の減少、郊外・ロードサイドの

大型店への集中が進む一方で路線バス等の公共

交通機関の役割も弱体化する中、日常の買い物

に不便を感じる高齢者も増えてきている。人口

減少、高齢化の進む農村集落等では商圏人口の

減少から近隣型の商店が閉店してしまい、車を

運転できない高齢者は食料、日用品の買い物の

ために遠くのスーパーまで本数の少ないバスや

徒歩で出かけていかなければならないという事

例も少なくない。

また、都市郊外の団地やニュータウンにおい

ても、かつて同世代の住民が集中して入居した

ことから、高齢化が急速に進んでいる事例がみ

られる。こうした地域でも高齢化、子供の独立

による人口の減少、モータリゼーションの影響

から団地内のスーパー、商店の撤退、閉店が続

き、より遠くまで買い物に行かざるを得なくな

っているが、坂の多い地域に造成されたニュー

タウンもあり、車などの移動手段を持たない高

齢者にとっては深刻な問題となりつつある。

こうした「買物弱者」については、コミュニ

ティバスの運行等による移動手段の確保等、行

政の対応すべき問題もあるが、地域の小売業と

してネットスーパー、宅配サービス、移動販売、

送迎バス運行等に取り組むことが新しいビジネ

スチャンスとなる可能性もある。

近隣商業集積、地域の小売店は地域の生活イ

ンフラの一部を担ってきた。地域に密着し地域

と共生することも小売業の重要な使命であり、

そこに着目することで新たな生き残りの方向性

も見えてくるであろう。

北海道全域にコンビニを展開しているセイコ

ーマートは離島や過疎地にも出店。生鮮品の取

り扱い、店内調理等により地域の食卓を支える

「近代的なよろずや」を目指している。

また、鹿児島県の過疎地域に展開している総

合スーパーのマキオでは、高齢者の送迎サービ

ス、24時間営業、生鮮食品から日用雑貨、衣

料品、家電、書籍、医薬品、自動車まで生活必

需品の全てが揃う品揃えといった地域密着の経

営によって顧客のリピート率を高め、順調に業

績を伸ばしている。

（まとめ）

消費の低迷、消費の質的な変化とデフレ傾向

が続く中、卸小売業の事業所数、販売額は減少

傾向を続けており、少子高齢化の進展に伴う人

口減少と高齢者世帯の増加は更なる消費支出の

減少や消費構成の変化をもたらすことも予想さ

れる。

中小卸売業が流通経路の短縮の圧力にさらさ

れる中で生き残るためには、効率的な商品供給、

品揃えの充実、小売店に対する提案力、情報提

供力の強化等によるメーカー、小売業に対する

サポート機能の高度化が必要となろう。また、

中小小売業では、単なる価格競争を避けて、顧

客のニーズに対応したサービスの提供、品質の

見える化等を通じて、顧客満足度の向上と高付

加価値化により収益力を高めていくことが求め

られよう。

中小卸小売業が環境変化に対応して生き残

り、競争力の強化を図っていく上では人材の育

成と活用が不可欠である。特に小売業において
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は常用雇用者の8割以上をパート、アルバイト

従業員が占めているという特徴があり、如何に

してパート、アルバイト従業員の能力を高め、

引き出していくかが重要なポイントとなると思

われる。




